



























































































1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 
事案数 8 24 31 34 28 45 23 35 69 41 44 29 12 11 14 6 5 6 





















	 在籍身分別に見ると、図 4 に示したとおり、大学院正規生が 199 人で最も多く全体の
42.8％を占める。大学院正規生の内訳は、博士課程 102 人、修士課程 97 人である（２）。2
番目に多いのが大学院非正規生116人（24.9％）であり、その内の114人が研究生で（３）、
2 人が特別聴講生である。3 番目は学部正規生で 90 人、19.4％である。4 番目は学部非正
規生22人で、その内訳は学部間交流協定等による特別聴講学生11人、EPOK学生7人（４）、









































	 第一報の送り手は、留学生本人が最も多く、336 人で全体の 72.3％を占める。2 番目に
多いのはグローバル・パートナーズ事務職員 83 人（17.8％）である（５）。3 番目以下は、
留学生所属部局教員22人（留学生専門教育教員12人、指導教員9人、その他1人）、グロ
ーバル・パートナーズ教員9人（EPOK コーディネーター教員6人、その他3人）、学生相

































































































5 人の国費留学生のうち、1 人は 1 か月後に国費奨学金の支給期間が満了した後の留学
生活についての相談、1 人は 4 か月後に私費に切り替わるため、アパート代が支払えなく












































































































































会事務局担当の非常勤職員が管理していたため、2015 年 11 月に財務部から再び同様の指
摘を受けた。このため、2016年1月を以て二つの基金は廃止された。さらに、来日直後の
私費留学生に対して岡山大学国際交流基金から奨学金が支給されてきたが（１１）、同基金が


























































(6)在籍比率は、1999 年度後期から 2016 年度後期までの各期の平均値であり、留学生相談室資料に基づいて
算出した。	
(7)本学の貸付金制度は、せとうちライオンズクラブ基金（200万円）及び國師基金（100万円）によるもので
あり、グローバル・パートナーズ事務室で管理していたが、外部預かり金を管理すべきではないとの学内関
係部署からの指摘があり、2016年1月を以て廃止された。以後は公益財団法人日本国際教育支援協会（JEES）
による貸付金を利用することになった。せとうちライオンズクラブ基金は大学に移管され、國師基金は出資
者である國師三起子氏（元留学生センター教授）に返還された。	
(8)岡山労働局による「外国人労働者相談コーナー」で、留学生のアルバイト上のトラブル相談にも応じても
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らえる。毎週月曜日～金曜日の午前9時30分～午後4時で、英語による相談は水曜日のみである。	
(9)毎月第3土曜日の午前10時～午後1時、岡山国際交流センターで実施されており、電話による予約が必要
である。	
(10)例えば、2009年度のオリエンテーション配布資料には、「我が国と“租税条約”を締結しており、且つ留
学生のアルバイト収入に関する免税条項を持つ国が22 あります。これらの国の留学生は免税条件の範囲内
であれば、アルバイトをしても所得税を免除されます。アルバイトを始める際に、国際課で“租税条約に関
する届出書”を2部受け取り、記入して雇用主に渡します。」と記載され、国別の免税基準一覧表が示され
ている。一覧表は、三好（2000）pp.399-400を基に作成した。ちなみに、中国人の場合は、「生計、教育の
ための所得」という条件であり、所得制限がないが、マレーシア人の場合は、「年間36万円まで」と定めら
れている。	
(11)私費留学生を対象に入学直後の6か月間、月額3万円の、EPOK 学生には6か月または1年間、月額5万
円が支給された。	
(12)国民健康保険料を納付済みであることを確認した上で、2006年度から2009年度にかけての各学期末に半
期分9,000円を補助金として支給した。	
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